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          平 成 １６ 年 商 業 統 計 調 査 

                   奈 良 県 結 果 の 要 約 

 

1. 事 業 所 数 

 平成１６年６月１日現在の卸売・小売業の事業所数は１４，５０７事業所で、前回の平成１４年商業統計調査結果

に比べて ３３１事業所（△２．２％）の減少となった。 

 減少した主な業種は、卸売業では「食料・飲料」（△１３事業所減）、「化学製品」（△７事業所減）、「電気機

械器具」（△５事業所減）で、小売業では「他に分類されない小売業」（△１４２事業所減）、「その他の飲食料品

（△１１２事業所減）、「酒」（△６６事業所減）などとなった。 

 

２．従 業 者 数 

 従業者数は９７，５０８人で、前回の平成１４年調査結果に比べて、 ４６４人（△０．５％）の減少となった。 

 その増減を業種別にみると、卸売業では「食料・飲料」（△５７３人減）、「電気機械器具」（△２１２人減）な

どで減少している一方で、小売業では「百貨店・総合スーパー」（２，０９７人増）、「医薬品・化粧品」（５０３

人増）などが大幅に伸びたものの、「各種食料品」（△１、５４４人減）、「その他の飲食料品」（△１０１５人

減）などの減少により、前回とほぼ同じとなった。 

 

３．年間商品販売額 

 年間商品販売額は２兆１，４６６億円で、前回の平成１４年調査結果に比べて、４９９億円（２．４％）の増加と

なった。その増減を業種別にみると、卸売業では、「食料・飲料」、「化学製品」、「電気機械器具」、の３業種で

計３００億円近い減少となったものの、「一般機械器具」、「自動車」、「他に分類されない卸売業」の３業種で計

３００億円以上の増加となり、小売業では「自動車」、「酒」、「その他の飲食料品」、「他に分類されない小売

業」の４業種で計２５０億円以上の減少となったが、「各種食料品」、「機械器具」、「婦人・子供服」、「医薬品

・化粧品」の４業種で計５５０億円以上増加した。 

 その結果、卸売、小売業とも増加し、構成比は、前回の平成１４年調査結果とほぼ同じ、卸売業４２．１％、小売

業５７．９％となった。 

４．市町村別の状況 

 〇事業所数は、９市町村（橿原市、平群町、上牧町、明日香村等）で増加し、３４市町村で減少した。 

 〇従業者数は、１３市町村（奈良市、橿原市、王寺町等）で増加し、３４市町村で減少した。 

 〇年間商品販売額は、２４市町村（奈良市、橿原市、御所市等）で増加し、２３市町村で減少した。 

 

 （参考） 平成１６年調査と前回（平成１４年調査）調査結果との比較 

事 業 所 数 従 業 者 数 年間商品販売額  

年次 実 数 

（事業所） 

増減率 

（％） 

実 数 

（人） 

増減率 

（％） 

実 数 

（万円） 

増減率 

（％） 

平成１４年 14,838 △8.3  97,972 2.3 209,670,016 △11.2 

平成１６年 14,507 △2.2 97,508    △0.5  214,657,403   2.4 



 

 

利 用 上 の 注 意 

Ⅰ 商 業 統 計 調 査 に つ い て 
１ 調査の目的    商業統計調査は、我が国の商業の実態を明らかにすることを目的としています。          

  

２ 調査の根拠    商業統計調査は、統計法（昭和２２年法律第１８号）に基づく「指定統計調査」（指定統計 

２３号）であり、商業統計規則（昭和２７年通商産業省令第６０号）によって実施されていま 

す。昭和２７年に第１回調査が実施され、その後５１年までは２年ごとに、平成９年までは３ 

年ごとに、以降５年ごとの本調査と中間年（本調査の２年後）に簡易な調査を実施することと 

しています。 

３ 調査の期日      平成１６年商業統計調査は、平成１６年６月１日現在で実施しました。 

なお、今回は第２回目の簡易調査であり、総務省所管の「事業所・企業統計調査」及び「サ

ービス業基本調査」との同時実施により実施しました。 

４ 調査の範囲     商業統計調査の範囲は、日本標準産業分類（平成１４年総務省告示第１３９号）に掲げる

「大分類J―卸売・小売業」に属する事業所を対象としています。 

簡易調査は民営（国・地方公共団体以外）の事業所を対象としています。例えば、会社、 

官公庁、学校、工場などの構内にある別経営の事業所（売店等）、また、店舗を有しないで 

商品を販売する訪問販売、通信・カタログ販売などの事業所も調査の対象とします。しかし 

、民営の事業所であっても、駅の改札口内、劇場内、運動競技場内、有料道路内など料金を支

払って出入りする有料施設内の事業所は調査の対象としません。ただし、有料の公園、遊園 

地、テーマパーク内にある別経営の事業所については調査の対象としています。            

なお、調査期日に休業若しくは清算中、季節経営であっても専従の従業者がいる事業所は対 

象としています。 

５ 調査の項目   事業所数、従業者数、年間商品販売額、売り場面積等 

６ 調査結果の利用 国や都道府県、市区町村における経済・社会政策の立案、計画、将来展望などの基礎資料と

して、また、学術研究や企業活動、企業経営などのために幅広く利用されています。        

                                         

     

Ⅱ 統 計 表 利 用 の た め の 主 な 用 語 の 説明  

１ 事業所（商業事業所） 

商業統計調査の対象事業所のことを「商業事業所」といいます。 

原則として一定の場所すなわち一区画を占めて「有体的商品を購入して販売する事業所」

であって、一般的に卸売業、小売業といわれる事業所をいいます。 

2   卸売業         主として次の業務を行う事業所をいいます。 

ア 小売業または他の卸売業者に商品を販売する事業所 

イ 産業用使用者（工場、鉱山、建設、官公庁、学校、病院、ホテルなど）に業務用として

商品を大量又は多額に販売する事業所 

ウ 主として業務用に使用される商品（事務用機械及び家具、病院・美容院・レストラン・

ホテルなどの設備、産業用機械（農業用器具を除く）、建設材料（木材、セメント、板ガ

ラス、かわら等）など）を販売する事業所 

エ 製造業者が別の場所に経営している自社製品の卸売事業所 

オ 商品を卸売し、かつ、同種商品の修理を行う事業所（修理料収入の方が多くても同種商



 

 

品を販売している場合は卸売業とします。） 

              カ 主として手数料を得て他の事業所のために商品の売買の代理または仲立を行う事業所

（代理商，仲立業）。代理商、仲立業には、一般的に、買継商、仲買人、農産物集荷業と

呼ばれている事業所が含まれます。 

３   小売業        主として次の業務を行う事業所をいいます。 

ア 個人用（個人経営の農林漁家への販売を含む。）又は家庭用消費のために商品を販売す 

る事業所 

イ  産業用使用者に少量又は少額の商品を販売する事業所 

ウ 商品を販売し、かつ同種商品の修理を行う事業所 

エ 製造小売事業所（自店で製造した商品をその場で個人または家庭用消費者に販売する事 

業所） 

オ ガソリンスタンド 

カ 主として無店舗販売を行う事業所（販売する場所そのものは無店舗であっても、商品の 

販売活動を行うための拠点となる事務所などがある訪問販売又は通信・カタログ販売事業 

所）で、主として個人又は家庭用消費者に販売する事業所 

キ 別経営の事業所 

官公庁、会社、工場、団体、遊園地などの中にある売店で他の事業所によって経営されて 

いる場合はそれぞれ独立した事業所として小売業に分類します。 

４ 従業者数     平成１６年６月１日現在で、主としてこの事業所の業務に従事しているものをいい、「個

人事業主及び無給家族従業者」、「有給役員」、「常用雇用者」の計をいいます。 

５ 年間商品販売額  平成１5 年４月１日から平成１６年３月３１日までの１年間のその事業所における有体商

品の販売額をいい、消費税を含みます。 

６  売場面積（小売業のみ） 

平成１６年６月１日現在で、事業所が商品を販売するために実際に使用している売場の延

床面積をいいます。ただし、牛乳小売業、自動車（新車・中古）小売業、建具小売業、畳

小売業、ガソリンスタンド、新聞小売業の事業所については売場面積の調査を行っていま

せん。 

Ⅲ その他 

１ この調査結果は、県が独自に集計したものであり、後日経済産業省が公表する確定値と若干相違する場合があ

ります。 

２ 統計表中の記号については、次のとおりです。 

                    「―」皆無又は該当のないもの 

                      「0.0」単位未満のもの 

    「△」減少したもの 

３ 構成比については単位未満を四捨五入したため、内訳と合計が一致しないことがあります。 

４ 増減率については前回本調査（平成１４年６月１日現在）との比較によります。 

            ※この調査結果についてのお問い合わせは、下記までお願いします。 

               〒630－8501 奈良市登大路町３０ 

                       奈良県総務部統計課経済調査グループ 

                                          ℡0742－27－8441  



 

 

調 査 結 果 の 概 要 

 

 

 概  況 

 

 事業所数     １４，５０７事業所（△２．２％） 

 従業者数     ９７，５０８人  （△０．５％） 

 年間商品販売額  ２兆１，４６６億円（２．４％） 

 平成１６年６月１日現在の商業事業所数は、１４，５０７事業所で前回に比べ、３３１事業所（△２．２）の減少

となりました。 

 そのうち卸売業は１，９７３事業所で６８事業所（３．６％）の増加、小売業は１２，５３４事業所で３９９事業

所（△３．１％）の減少となりました。 

 従業者数は９７，５０８人で前回に比べ４６４人（△０．５％）の減少となりました。 

 そのうち卸売業は１６，０１１人で４４８人（△２．７％）の減少、小売業は８１，４９７人で１６人（△０．０

％）の減少となりました。 

 年間商品販売額は２兆１，４６６億円で前回に比べ４９９億円（２．４％）の増加となりました。 

 そのうち卸売業は９，０３８億円で２１９億円（ ２．５％）の増加、小売業は１兆２，４２７億円で２８０億円

（２．３％）の増加となりました。 

 全体では事業所数、従業者数は減少しましたが、年間商品販売額は増加しました。 

 

 

前回（平成１4年）調査との比較

１6年 １４年 １６年 １４年
（店） （店）

合計 14,507 14,838 △ 2.2 100.0 100.0
卸売業 1,973 1,905 3.6 13.6 12.8
小売業 12,534 12,933 △ 3.1 86.4 87.2

（人） （人）
合計 97,508 97,972 △ 0.5 100.0 100.0
卸売業 16,011 16,459 △ 2.7 16.4 16.8
小売業 81,497 81,513 0.0 83.6 83.2

（百万円） （百万円）
合計 2,146,574 2,096,700 2.4 100.0 100.0
卸売業 903,831 881,922 2.5 42.1 42.1
小売業 1,242,743 1,214,778 2.3 57.9 57.9

構成比（％）

事業所数

従業者数

年間商品
販売額

区分 業種別
実　　数 増減率

（％）

 

 

 

         

 

 

 

 



 

 

小売業の上位1 0業種

燃料小売業
5.0%

その他
29.7%

他に分類されない小売業
12.2%

書籍・文房具小売業
4.3%

自動車小売業
4.9%

婦人・子供服小売業
6.5%

その他の飲食料品小売業
12.0%

医薬品・化粧品小売業
8.0%

菓子・パン小売業
6.7%

酒小売業
6.2%

機械器具小売業
4.5%

小売業の事業所数上位１０業種

その他
29.7%

機械器具
4.5%

書籍・文房具
4.3%

自動車
4.9%

燃料
5.0%

酒
6.2%

婦人・子供服
6.5%

菓子・パン
6.7%

医薬品・化粧品
8.0%

その他の飲食料品
12.0%

他に分類されない小売業
12.2%

卸 売 業 の 事 業 所 数 上 位 １ ０業種

自動車
5.3%

電気機械器具
4.1%

その他
12.1%

医薬品・化粧品等
8.4%

建築材料
15.4%

食料・飲料
13.0%

他に分類されない卸売業
11.6%

農畜産物・水産物
10.0%

家具・建具・じゅう器等
6.9%

衣服・身の回り品
6.7%

一般機械器具
6.5%

１．事 業 所 数 

 

  事業所数  １４，５０７事業所   ３３１事業所（△２．２％）減少 

   卸売業   １，９７３事業所    ６８事業所（ ３．６％）増加 （構成比 １３．６％） 

   小売業  １２，５３４事業所   ３９９事業所（△３．１％）減少 （構成比 ８６．４％） 

 【 卸 売 業 の 上 位 ５ 業 種 】 

   １ 建築材料          ３０４事業所（構成比 １５．４％） 

   ２ 食料・飲料         ２５７事業所（構成比 １３．０％） 

   ３ 他に分類されない卸売業   ２２９事業所（構成比 １１．６％） 

   ４ 農畜産物・水産物      １９７事業所（構成比 １０．０％） 

 ５ 医薬品・化粧品等      １６５事業所（構成比  ８．４％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・増加業種－自動車（１６事業所増）、一般機械器具等（１５事業所増）等の１１業種 

・減少業種－食料 ・ 飲料（△１３事業所減）、 化学製品（△７事業所減）、 電気機械機器具（△５事業所減）の

【 小 売 業 の 上 位 ５ 業 種 】                               ３業種

  １ 他に分類されない小売業   １，５２８事業所（構成比 １２．２％） 

   ２ その他の飲食料品      １，５０３事業所（構成比 １２．０％） 

   ３ 医薬品・化粧品       １，００７事業所（構成比  ８．０％） 

   ４ 菓子・パン           ８３５事業所（構成比  ６．７％） 

   ５ 婦人・子供服          ８２０事業所（構成比  ６．５％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・増加業種－各種食料品（４４事業所増）、婦人・子供服（２９事業所増）、菓子・パン（２７事業所増）など１０業種 

・減少業種－他に分類されない小売業（△１４２事業所減）、その他の飲食料品（△１１２事業所減）など１８業種 



 

 

卸 売 業 の 従 業 者 数 上 位 １０業種

医薬品・化粧品等
10.7%

その他
10.6%

建築材料
12.2%

食料・飲料
14.3%

農畜産物・水産物
15.4%

電気機械器具
4.7%

自動車
5.0%

衣服・身の回り品
5.8%

家具・建具・じゅう器等
5.6%

他に分類されない卸売業

9.9%

一般機械器具
5.9%

小 売 業 の 従 業 者 数 上 位 １０業種

医薬品・化粧品
5.4%

自動車
5.6%

書籍・文房具
7.9%他に分類されない小売業

7.3%

百貨店、総合スーパー

11.2%

各種食料品
11.2%

その他の飲食料品

15.6%

菓子・パン
5.4%

燃料
4.8%

婦人・子供服
3.9%

その他
21.6%

２．従 業 者 数 

 

   従業者数  ９７，５０８人    ４６４人（０．５％）減少  

   卸売業  １６，０１１人    ４４８人（△２．７％）減少    構成比（１６．４％） 

   小売業  ８１，４９７人     １６人（△０．０％）減少    構成比（８３．６％） 

 【 卸 売 業 の 上 位 ５ 業 種 】 

   １ 農畜産物・水産物       ２，４５９人（構成比 １５．４％） 

   ２ 食料・飲料          ２，２８７人（構成比 １４．３％） 

   ３ 建築材料           １，９５５人（構成比 １２．２％） 

   ４ 医薬品・化粧品等       １，７１３人（構成比 １０．７％） 

   ５ 他に分類されない卸売業    １，５９３人（構成比  ９．９％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・増加業種－一般機械器具（２２７人増）、自動車（１４１人増）、衣服身の回り品（１０６人増）など９業種 

・減少業種－食料・飲料（△５７３人減）、電気機械器具（△２１２人減）など７業種 

 【 小 売 業 の 上 位 ５ 業 種 】 

   １ その他の飲食料品      １２，７２１人（構成比 １５．６％） 

   ２ 各種食料品          ９，１５３人（構成比 １１．２％） 

   ３ 百貨店、総合スーパー     ９，０９７人（構成比 １１．２％） 

   ４ 書籍・文房具         ６，４５８人（構成比  ７．９％） 

   ５ 他に分類されない小売業    ５，９８１人（構成比  ７．３％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・増加業種－百貨店・総合スーパー（２，０９７人増）、医薬品・化粧品（５０３人増）など１３業種 

・減少業種－各種食料品（△１，５４４人減）、その他の飲食料品（△１，０１５人減）、他に分類されない 

小売業（３７９人減）など１５業種 



 

 

従業者数（女 ）の上位１０業種

その他
26.7%

その他の飲食料品小売業

14.0%

百貨店、総合スーパー
13.1%

各種食料品小売業
12.1%

他に分類されない小売業

6.6%

酒小売業
2.1%

機械器具小売業
2.5%

婦人・子供服小売業
4.8% 書籍・文房具小売業

6.4%

医薬品・化粧品小売業
5.9%菓子・パン小売業

5.9%

従業者数（男）上位１０業種

燃料小売業
6.4%

書籍・文房具小売業
6.9%

自動車小売業
8.2%

各種食料品小売業
6.4%

他に分類されない小売業
5.6%百貨店、総合スーパー

5.1%

機械器具小売業
4.0%

農畜産物・水産物卸売業
3.5%

食料・飲料卸売業
3.1%

その他
38.9%

その他の飲食料品小売業
12.0%

 【 男 女 別 従 業 者 数 】 

   小売業での女性の占める割合が大きく、商業事業所全体の割合にも影響しています。 

  全 体 男性４５，８６３人（構成比４７．０％） 女性５１，６４５人（構成比５３．０％） 

  卸売業 男性１０，３７９人（構成比６４．８％） 女性 ５，６３２人（構成比３５．２％） 

  小売業 男性３５，４８４人（構成比４３．５％） 女性４６，０１３人（構成比５６．５％） 

 【 男 女 別 従 業 者 数 上 位 ５ 業 種 】 

 ＜男 性＞ 

１ その他の飲食料品小売業        ５，４８６人（構成比 １２．０％） 

   ２ 自動車小売業             ３，７７５人（構成比  ８．２％） 

   ３ 書籍・文房具小売業          ３，１５３人（構成比  ６．９％） 

   ４ 燃料小売業              ２，９４７人（構成比  ６．４％） 

   ５ 各種食料品小売業           ２，９２８人（構成比  ６．４％） 

 ＜女 性＞ 

   １ その他の飲食料品小売業        ７，２３５人（構成比 １４．０％） 

   ２ 百貨店、総合スーパー各種食料品小売業 ６，７５４人（構成比 １３．１％） 

   ３ 各種食料品小売業           ６，２２５人（構成比 １２．１％） 

   ４ 他に分類されない小売業        ３，４０８人（構成比  ６．６％） 

   ５ 書籍・文房具小売業          ３，３０５人（構成比  ６．４％） 

 

 



 

 

小売業の商品販売額上位１０業種

その他
15.7%

百貨店、総合スーパー

15.5% 各種食料品
14.9%

自動車
11.7%燃料

7.4%機械器具
6.9%

その他の飲食料品
9.6%

他に分類されない小売業

5.9%

書籍・文房具
3.6%

婦人・子供服
3.9%

医薬品・化粧品
4.6%

卸売業の商品販売額上位１０業種

家具・建具・じゅう器等
3.9%

自動車
4.0%

一般機械器具
4.4%

電気機械器具
7.1%

他に分類されない卸売業
8.3%

衣服・身の回り品
3.7%

その他
9.4%

建築材料
12.4%

医薬品・化粧品等
13.9%

食料・飲料
15.2%

農畜産物・水産物
17.7%

３．年間商品販売額 

 

 年間商品販売額  ２兆１，４６６億円  ４９９億円（２．4 ％）増加 

   卸売業       ９，０３８億円  ２１９億円（２．５％）増加  構成比（４２．１％）  

   小売業     １兆２，４２７億円  ２８０億円（２．３％）増加   構成比（５７．９％） 

 【 卸 売 業 の 上 位 ５ 業 種 】 

   １ 農畜産物・水産物     １，５９６億円（構成比 １７．７％） 

   ２ 食料・飲料        １，３７４億円（構成比 １５．２％） 

   ３ 医薬品・化粧品等     １，２５７億円（構成比 １３．９％） 

    ４ 建築材料         １，１２３億円（構成比 １２．４％） 

   ５ 他に分類されない卸売業    ７５５億円（構成比  ８．３％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・増加業種－一般機械器具（１５２億円増）、自動車（９０億円増）、他に分類されない卸売業（７８億円

増）など１１業種 

・減少業種－食料・飲料（△１８７億円減）、化学製品（△６３億円減）など５業種 

 【 小 売 業 の 上 位 ５ 業 種 】 

   １ 百貨店、総合スーパー    １，９３２億円（構成比 １５．５％） 

    ２ 各種食料品         １，８５６億円（構成比 １４．９％） 

   ３ 自動車           １，４５９億円（構成比 １１．７％） 

    ４ その他の飲食料品      １，１９７億円（構成比  ９．６％） 

５ 燃料             ９２５億円（構成比  ７．４％）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・増加業種－各種食料品（２００億円増）、機械器具（１６８億円増）など１２業種 

・減少業種－自動車（△８６億円減）、酒（△８１億円減）など１６業種



 

 

売場面積上位１０業種

医薬品・化粧品
4.8%

家具・建具・畳
4.2%

婦人・子供服
5.8%

スポーツ用品・がん具・娯

楽品・楽器

3.6%

書籍・文房具
3.3%

その他
21.1%

その他の飲食料品
6.4%

機械器具
7.2%

各種食料品
11.7%

他に分類されない小売業

12.1%

百貨店、総合スーパー

19.8%

４．売 場 面 積 

 

 小売業の売場面積    １５４万８，７２４㎡    １６万６，９３８㎡（１２．１％）増加 

 【 小 売 業 の 上 位 ５ 業 種 】 

   １ 百貨店、総合スーパー    ３０６，４００㎡（構成比 １９．８％） 

    ２ 他に分類されない小売業   １８６，７７５㎡（構成比 １２．１％） 

   ３ 各種食料品         １８１，６１１㎡（構成比 １１．７％） 

    ４ 機械器具          １１１，９３３㎡（構成比  ７．２％） 

５ その他の飲食良品      ９９，３１３㎡（構成比  ６．４％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・増加業種－百貨店、総合スーパー（５万６，９５８㎡増）、婦人・子供服（３万７２７㎡増）、機械器具

（２万７，８３５㎡増）、各種食料品（２万３，９０４㎡増）、医薬品・化粧品（1 万８，７４７㎡増）など

１７業種 

・減少業種－農耕用品（△１１，６０６㎡減）、その他の飲食料品（△７，６４６㎡減）など１１業種 

 【 １ 事 業 所 当 た り の 売 場 面 積 】  

    １２３．６㎡  

 【 １ 事 業 所 当 た り の 売 り 場 面 積 の 大 き い 業 種 】 

    百貨店、総合スーパー（１０，２１３．３㎡）、各種食料品（４３３．４㎡）、スポーツ用品・がん具・娯

楽品・楽器（２０９．２㎡）、機械器具（１９９．２㎡） 

 

 

５．単位当たりの年間商品販売額 

 【 １ 事 業 所 当 た り の 年 間 商 品 販 売 額 】 

  全 体       １億４，７９７万円       ６１万円 （４．７％）増加 

     卸売業    ４億５，８１０万円      ４８５万円（△１．０％）減少 

     小売業      ９，９１５万円      ５２２万円 （５．６％）増加 

   ・販売額の多い業種   

     卸売業   各種商品、農畜産物・水産物など 

     小売業   百貨店・総合スーパー、各種食料品、自動車など 



 

 

 【 従 業 者 １ 人 当 た り 年 間 商 品 販 売 額 】 

  全 体         ２，２０１万円      ２８７万円（２．９％）増加 

     卸売業      ５，６４５万円      ２８７億円（５．４％）増加 

     小売業      １，５２５万円       ３５億円（２．３％）増加 

   ・販売額の多い業種  

     卸売業  繊維品、電気機械器具、医薬品・化粧品等など 

     小売業  自動車、機械器具、燃料など 

 【 小 売 業 の 売 り 面 積 １ ㎡ 当 た り の 年 間 商 品 販 売 額 】 

  小売業全体  ８０万円    △８．８％減少 

    

 

６．地 域 別 の 動 向 

 【 事 業 所 数 上 位 ５ 市 町 村 】 

   １ 奈良市     ３，０８５事業所（構成比 ２１．３％） 

２ 橿原市     １，４５４事業所（構成比 １０．０％） 

３ 大和高田市     ９４１事業所（構成比  ６．５％） 

４ 大和郡山市     ９１４事業所（構成比  ６．３％） 

５ 天理市       ８７０事業所（構成比  ６．０％） 

・増加市町村－橿原市（２９事業所増、２．０％）、平群町（８事業所増、７．６％）など９市町村 

・減少市町村－奈良市（６４事業所減、△２．０％）、五條市（４７事業所減、△８．２％）など３４市  

               町村 

 

【 従 業 者 数 上 位 ５ 市 町 村 】 

１ 奈良市      ２６，６７１人（構成比 ２７．４％） 

２ 橿原市      １０，８３０人（構成比 １１．１％） 

３ 大和郡山市     ７，７６９人（構成比  ８．０％） 

４ 生駒市       ５，９５４人（構成比  ６．１％） 

    ５ 大和高田市      ５，３５８人（構成比   ５．５％） 

・増加市町村－奈良市（９２４人増、３．６％）、橿原市（７６９人増、７．６％）など１３市町村 

・ 減少市町村－大和高田市（３７７人円減、△６．６％）、五條市（３２１人減、△１１．１％）など

                ３４市町村 

・  

【 年 間 商 品 販 売 額 上 位 ５ 市 町 村 】 

    １ 奈良市     ６，２３１億円（構成比 ２９．０％） 

    ２ 橿原市     ２，５８４億円（構成比 １２．０％） 

    ３ 大和郡山市   ２，５６５億円（構成比 １２．０％） 

４ 大和高田市   １，３７４億円（構成比  ６．４％） 

５ 天理市     １，２１４億円（構成比  ５．７％） 

・増加市町村－奈良市（２４８億円増、４．１％）、橿原市（１２３億円増、５．０％）など２４市町村 

・減少市町村―吉野町（８８億円減、△５７．０％）、田原本町（８０億円減、△９．５％）など２３市    

          町村 



 

 

[事業所数・従業者数・年間商品販売額・売場面積のすべてが増加した市町村】  

・橿原市、上牧町、の２市町 

 

[事業所数・従業者数・年間商品販売額・売場面積のすべてが減少した市町村】  

・桜井市、吉野町、大淀町など１１市町村 

 

【 １ 事 業 所 当 た り の 年 間 商 品 販 売 額 上 位 ５ 市 町 村 】 

   １ 大和郡山市    ２８，０６６万円 

   ２ 新庄町      ２４，７４０万円 

   ３ 平群町      ２０，３０１万円 

   ４ 奈良市      ２０，１９６万円 

   ５ 田原本町     １８，３４１万円 

 

【 従 業 者 １ 人 当 た り の 年 間 商 品 販 売 額 上 位 ５ 市 町 村 】 

   １ 大和郡山市     ３，３０２万円 

   ２ 新庄町       ３，１４２万円 

   ３ 平群町       ２，７５４万円 

   ４ 田原本町      ２，６５８万円 

   ５ 大和高田市     ２，５６４万円 

 

 

【 売 場 面 積 １ ㎡ 当 た り の 年 間 商 品 販 売 額 上 位 ５ 市 町 村 】 

   １ 御所市         １１６万円 

   ２ 新庄町         １０９万円 

   ３ 山添村         １０５万円 

   ４ 生駒市         １０１万円 

   ５ 曽爾村          ９６万円 

 

 


